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審議会等のスケジュール 北海道での議論等

●平成●平成2727年年44月以降月以降
道内各地で北海道価値創造パートナーシップ
会議を開催。

●平成●平成2727年年33月月88日日
太田大臣の出席の下、「北海道価値創造
パートナーシップ会議 in 札幌」を開催。

新たな北海道総合開発計画の策定の進捗状況と今後のスケジュールについて

●平成●平成2727年年22月以降月以降
計画部会を5回開催。
※ 第1回（2月13日）、第2回（3月26日）、第3回（5月21日）、

第4回（6月30日）、第5回（7月22日）

●平成●平成2727年年11月月3030日日
国土審議会北海道開発分科会を
開催。
計画部会を設置。

●平成●平成2727年夏頃年夏頃
北海道開発分科会を開催（本日）。
計画部会による中間整理を報告。

●平成●平成2828年初め頃年初め頃
北海道開発分科会を開催（１月20日を予定）。
計画部会による計画素案を報告。

●平成●平成2828年春頃年春頃
パブコメの結果を受け、北海道開発分科会として
計画案を答申。閣議決定。

会議を開催。
【これまでの会議開催実績】
・4/24（金）苫小牧市 ・5/15（金）岩見沢市
・5/20（水）網走市 ・5/28（木）稚内市

秋期においても、道内各地で北海道価値創造
パートナーシップ会議を開催予定。
【今後の会議開催予定】
・9/9（水）函館市 ・9/15（火）釧路市
・9/25（金）旭川市 ・10/2（金）帯広市

●平成●平成2828年初め頃年初め頃
パブリックコメントを実施。

●平成●平成2727年秋頃年秋頃
計画部会を２回（10月23日、11月27日）開催。
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新たな北海道総合開発計画 中間整理のポイント

北海道の現状

これからの北海道の戦略

「食」「観光」が戦略的産業
～人口減少時代にあっても、

①北海道には世界と競争し得るポテンシャル
②アジアなど世界の市場が拡大傾向

北海道は我が国の食料供給基地

全国１位の生産量の主な農水産物（Ｈ26）

食の輸出、外国人観光客も急増

課題
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北海道の人口減少は全国よりも１０年先に進展

本州等とは距離感の異なる広域分散型社会

全国よりも１０年先んじて人口減少が進展 ２０４０年には８割の市町村で３割以上減少

北海道の広さ 最寄り都市までの平均道路距離（km）

食料品輸出額（北海道）：６年で２．５倍に 来道外国人旅行者数：１１年で５倍に
人口減少率 市町村数
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次の10年（新計画）の重点的取組

３層の機能分担とネットワークで
住み続けられる環境を維持・創出

▼圏域中心都市
医療、教育・文化、商業等の
都市機能・生活機能を提供

▼生産空間
農林水産業、観光等を担う地域

▼地方部の市街地
一定程度の生活サービス機能を
提供する地域

農林水産業、観光等を担う「生産空間」を支え

「世界の北海道」を目指す

北海道版コンパクト＋ネットワーク
（基礎圏域）

• 北海道新幹線
• 高規格幹線道路網

北海道の交通ネットワーク

穀物の輸入

農水産物・
加工品の移輸出 外国人旅行者

の来道
北海道新幹線
による来道

【例：別海町】
• 東京23区の2倍の面積
• 人口1.6万人
→ 500万人分の生乳を生産

① 「生産空間」を支えるため、
重層的な機能分担と交通
ネットワーク強化

• 新千歳空港等の空港
• 釧路港等の港湾 等

② 農林水産業の競争力・付加
価値向上／世界水準の魅力
ある観光地域づくり

市町村別人口減少率
（平成22年→平成52年（推計））

• ほたてがい：47.4万t（全国の86.0%）
• ばれいしょ（春植え）：191.6万t（79.5%）
• 生乳：381.1万t（52.0%）

日本の観光地への訪問意欲（複数回答）例：ホタテの輸出

屋根付き岸壁の整備
による高度衛生管理
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H26: 304億円
中国 台湾 香港 タイ

シンガポー
ル

マレーシア

１位富士山61.0% 北海道62.3% 北海道49.9% 富士山55.8% 北海道52.6% 東京 55.0%

２位北海道59.0% 東京 51.1% 東京 41.8% 東京 50.1% 富士山52.4% 富士山50.2%

３位 東京 51.1% 大阪 50.5% 沖縄 34.4% 北海道47.2% 東京 42.5% 北海道47.0%

ＨＡＣＣＰに対応

その他

香港
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（年度）

（万人）
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第１節 北海道開発の経緯
（１）北海道開発の歴史

国全体の安定と発展に寄与するため、特別な開発政策の下、北海道開発を推進。

（２）第７期北海道総合開発計画（H20-）の経緯
食料品等の輸出倍増、外国人観光客数100万人突破等、成長産業の萌芽が見られ
るものの、経済・人口は縮小傾向。ネットワーク未整備区間、地域コミュニティ維持
に係る懸念の存在。

新たな北海道総合開発計画 中間整理の構成

第１章 計画策定の意義

第４章 主要施策の具体的方向性

第１節 人が輝く地域社会の形成

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

（２）北海道の価値創造力の強化に向けた多様な人材の確保・対流の促進

（３）北方領土隣接地域の安定振興

（４）アイヌ文化の振興等

第２節 世界に目を向けた産業の振興

（１）農林水産業・食関連産業の振興 （３）地域の強みを活かした産業の育成

（２）世界水準の観光地の形成

第３節 強靱で持続可能な国土の形成

（１）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

①環境と経済・社会の持続可能性の確保
②環境負荷の少ないエネルギー需給構造の実現

（２）強靱な国土づくりへの貢献と安全・安心な社会基盤の形成

①激甚化・多様化する災害への対応
②我が国全体の国土強靱化への貢献
③安全・安心な社会基盤の利活用

第１節 計画の期間 2016（平成28）～2025（平成37）年度の10年間

第３章 計画推進の基本方針

第３節 計画の推進方策

（１）産学官民金連携による重層的なプラットフォームの形成
人材育成、地域づくり等のテーマに応じて、産学官民金が連携するプラットフォームを各地
域又は北海道全体で展開し、取組を持続的にマネジメント。

（２）イノベーションの先導的・積極的導入～「北海道イニシアティブ」の推進
技術の力で人口減をカバーし、地域の課題を旧弊にとらわれずイノベイティブに解決。

（３）戦略的な社会資本整備
社会資本のストック効果を最大限に発揮。
戦略的なインフラメンテナンスの徹底、技術開発も活用した「賢く使う」取組の充実強化。

（４）計画のマネジメント
「企画立案→実施→評価→改善」のマネジメントサイクル。
おおむね５年後に総合的な点検。

第２節 施策の基本的な考え方
（２）北海道型地域構造の保持・形成

「生産空間」「市街地」「中心都市」の
３層構造で人々の日常生活が営まれ
る「基礎圏域」を形成。
札幌都市圏：集積を活かして北海道
全体を牽引。

（１）主要施策

（３）北海道の価値創造力の強化
人口減少時代にあっては、「人」こそが資源。
人材育成・活用の重点的実施とともに、多様な
人々を引きつけ、地域の価値創造力を向上。
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第２節 我が国を取り巻く時代の潮流

(1) 本格的な人口
減少時代の到来

(2) グローバル化の
更なる進展と国際環境

の変化

(3) 大規模災害等の
切迫

第３節 新たな北海道総合開発計画の意義
北海道開発の基本的意義：北海道の資源・特性を活かして、
国の課題の解決に貢献。
人口減少・高齢化の急速な進展等により、食や自然環境など
北海道の強みを提供し、我が国全体に貢献している「生産空
間」の維持が困難となるおそれ。
来たるべき10年間は、
• 「生産空間のサバイバル」「地域としての生き残り」を賭けた
重要な期間

• 北海道新幹線開業、高速道路網の道東延伸、2020年オリパ
ラ等を地域の飛躍の契機となし得る期間

これらの機会の活用によって、本格的な人口減少時代にあっ
ても活力を失うことなく人々が豊かな暮らしを送ることのできる
地域社会の先駆的形成を図る。

(1)人が輝く地域
社会

(2)世界に目を
向けた産業

(3)強靱で持続
可能な国土

キャッチフレーズ： 「世界の北海道」

ビジョン： 2050年を見据え、「世界水準の価値創造空間」の形成

第２章 計画の目標 ≪３つの目標≫

生産空間
地方部の市街地
圏域中心都市

北海道の「生産空間」

2
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原料
生産

食品
加工

食品
加工

北海道の農業生産の強み
を活用

食品工場
の立地

生産・加工の連携による
新たなバリューチェーンを
構築

全道展開

雇用創出・所得確保

食の移出・輸出

圏域中心都市

地方部の
市街地

生産空間

市町村界

ネットワーク

改正災対法に基づく
立ち往生車両の移動

H26.12 根室市

冬期複合災害への対応

「世界の北海道」に向けて～「中間整理」に掲載している取組のイメージ

人が輝く地域社会の形成

【北海道型地域構造の保持・形成】
○地方部から都市部まで、都市機能・生活機能の確保、交通ネットワークの維持・向上

により、長期にわたり住み続けられる基盤の形成
○札幌都市圏による高次都市機能の提供、国境周辺地域の振興

【北海道の価値創造力の強化】
○多様な人々を引きつける場を創出、交流・協働を促進し、「活動人口」を確保
○地域づくりを担う人材を発掘・育成し、ネットワークを形成

【農林水産業・食関連産業の振興】

○イノベーションを活用して就業者減少・
高齢化に対応し生産性向上

○食品産業を誘致する「食」の総合拠点づ
くりを推進

強靱で持続可能な国土の形成

【安全・安心な社会基盤の形成】

○激甚化・多様化する災害に対応し、人命
の保護を最大限図る

○大規模災害時のバックアップ機能発揮を
通じ、我が国全体に貢献

サンルダム（完成イメージ）リエゾンの派遣

北海道の
地域づくり

人材

多様な
協力人材

課題解決に向けた協働

外部の視点（地域資源の発見）

北海道価値の発信

北海道の新たな世界水準の価値を創造

「北海道価値創造
パートナーシップ会議」の開催

全道各地で「地域パートナー
シップ活動」の展開

無人GPSトラクター等
によるスマート農業

農地の大区画化等
による生産性向上

【地域の強みを活かした産業の育成】
○「北の優位性」など地域特性を活かした産

業を振興
○産業を支える人流・物流ネットワーク整備

「食」の総合拠点づくり

【持続可能な地域社会の形成】

○北海道の豊かな自然環境を将来に継承

○水素等も活用しつつ豊富な再生可能エ
ネルギー源のポテンシャルを活用

再エネを活用した地域づくりの将来像（農村モデル）

ハード・ソフト一体となった豪雨・土砂災害への対応

冬期災害への対応

北海道水素地域づくりプラットフォーム

国

有識者

関係
法人

民間
企業

地方公
共団体

参加団体等数：39
（H27.7.3現在（道外企業含む））

産学官連携による研究開
発や事業化・企業化を促進

アイヌ文化の振興等

「北海道価値創造パートナーシップ活動」の展開

世界に目を向けた産業の振興

北海道型地域構造： ３層から成る「基礎圏域」のイメージ

▼圏域中心都市
医療、教育・文化、商業等の都市機能・生活
機能を提供

• 様々なライフステージに応じた生活環境の提供
• 基礎圏域を支える都市機能の維持・強化
• 圏域内外の広域な交流を支える交通基盤の整備

▼生産空間
農林水産業、観光等を担う地域

• 基幹産業である農林水産業等の振興、生産性向上
• 散居形態をなす集落の生活機能の維持
• 交通ネットワークの維持
• 暮らしたい・訪れたいと感じる地域の魅力の向上

▼地方部の市街地
一定程度の生活サービス機能を
提供する地域

• 生活環境の整備、雇用の創出
• 都市機能・生活機能の維持・確保
• 地域のサービス機能提供を担う交

通・情報基盤の整備

３層の機能分担とネットワークで
住み続けられる環境を維持・創出

ダム機能
流出を抑制する

ポンプ機能
人を呼び戻す

生産空間

生産空間

【世界水準の観光地の形成】

○北海道新幹線開業や東京五輪等の好機を
捉え世界に通用する魅力ある観光地域づくり

○旅行需要平準化のための地域資源の発
掘と地方部へ誘導する仕組みの構築

バードウォッチング

北方領土隣接地域の振興等

別海町の酪農

基幹産業の付加価値向上、新たな観光メニュー
創造等の取組を推進

スノーリゾート

北海道新幹
線開業

フードツーリズム

道の駅
の活用

サイクルツーリズム

「民族共生の象徴とな
る空間」（白老町）整備
のほか、アイヌ文化の
振興等を推進。 3
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地域産業を担う
次世代育成

異業種間交流による
産業振興

北海道価値創造
パートナーシップ会議

外国人ドライブ観光推進

北海道水素地域づくり

【参考１】 プラットフォームについて

新たな開発計画において想定しているプ
ラットフォームの例

〈北海道全体〉
「食」の総合拠点づくりに係るプラッ
トフォーム
再生可能エネルギーの更なる導入
に向けたプラットフォーム （北海
道水素地域づくり等）
旅行需要の地域間平準化に係るプ
ラットフォーム（外国人ドライブ観光
推進）
地域づくり人材の発掘・育成に係る
プラットフォーム（北海道価値創造
パートナーシップ会議）

〈各地域〉
各地域の課題や特性に応じたテー
マにより形成されるプラットフォーム

※テーマは
イメージ

○ 新たな北海道総合開発計画の推進に当たっては、行政のみならず、地域経済界、金融機関、大学
等の研究機関、ＮＰＯ、地域住民など、多様な主体が連携・協働し、取組を持続的に進めていくこと
が重要。

○ そのため、テーマごとに、産学官民金連携によるプラットフォームの組織体を形成し、地域の課題
解決や地域発のイノベーションにつなげていくこととしている。

「食」の総合拠点づくり

－ 重層的なプラットフォーム －

北海道全体
で展開

道内各地で
展開

高齢者等が活躍できる
地域づくり

ロシア極東地域
との交流
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2016年度
（H28年度）

2017年度
（H29年度）

2018年度
（H30年度）

2019年度
（H31年度）

2020年度
（H32年度）

2021～2025年度
（H33～37年度）

～2050年

●更なる地域パートナーシップ活動の
展開

●道内外の活動を担う人材の交流・
協働の更なる促進

●北海道の資源・特性を活かした価値
創造の優良な取組 「世界の北海道」
の発信

●道内各地域において、関係者間による地域パー
トナーシップ活動の展開を推進

●関係機関・団体と連携し、道内外の活動を担う
人材の交流・協働を促進

・支援が必要な生産空間等においてプラットフォームの組織化
を推進し、地域の協働の場を創出

・勉強会やセミナーの開催、有識者・支援制度の紹介等によ
り、地域づくりの担い手を支援 等

・各地域の活動を担う人材の活動報告、交流等を行う全道的
なパートナーシップ会議（北海道価値創造パートナーシップ会
議）の開催

・多様な協力人材（都市部の企業人・若者等）の発掘・ネット
ワークづくり

・各地域の成功体験の共有や多様な協力人材
との交流等を行うパートナーシップ会議の開催

・世界水準の取組やフロンティア精神を発揮し
た取組の事例収集・情報発信

・専門家や外国人による評価 等

人
が
輝
く
地
域
社
会
の
形
成

・プラットフォームによる継続的なマネジメントの
推進

リーダー・コーディネーター人材・組織の取組・活動支援

創発の源となる多様性の確保・向上

「交流・協働人口」の確保

「交流の場」、「新たな学びの場」の提供

【参考２】 北海道価値創造パートナーシップ活動について ～ロードマップ～

「世
界
水
準
の
価
値
創
造
空
間
」の
形
成
へ
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